
１　総括

 (1) 人件費の状況（普通会計決算）

 (2) 職員給与費の状況（普通会計決算）

A

人 千円 千円 千円 千円 千円

(注)１　職員手当には退職手当を含みません。

　　２　職員数は、平成25年4月1日現在の人数です。

 (3) 特記事項

（給与減額の状況）

 (4) ラスパイレス指数の状況（平成２５年４月１日現在）

減　　額　　措　　置　　の　　内　　容

【給料】副課長級以上の職員について、給料月額を4％減額。
　　　　課長補佐級以下の職員について、給料月額を3.8％減額。
　　　　市長・副市長・教育長について、給料月額を10％減額。
　　　（H25.4.1ラスパイレス指数105.1、H25.4.1ラスパイレス指数（参考値）97.1、
　　　　減額時点のラスパイレス指数100.8）
【手当】管理職手当について、4％減額。

国の要請等を踏まえた減額措置の取組 減　額　実　施　期　間

実　施

ラスパイレス指数とは、全地方公共団体の一般行政職の給料月額を同一の基準で比較するため、国
の職員数（構成）を用いて、学歴や経験年数の差による影響を補正し、国の行政職棒給表（一）適
用職員の棒給月額を100として計算した指数です。

(注)１

B/A

％

14.3

(参考)類似団体平均

一人当たり給与費

千円

5,935

24年度の人件費率

％

15.3

　　３　「参考値」は、国家公務員の時限的な（2年間）給与改定・臨時特例法による給与減額措置が無い
　　　とした場合の値です。

期末･勤勉手当 計　　B　

1,384,158897,056 163,003 324,099

区　分

25年度

給与費職員数

給料 職員手当

歳出額

25年度
人

53,537 428,537 2,168,834

　　　　 千円　　　　 千円

岩出市の給与・定員管理等について

区 分 住民基本台帳人口 実質収支 人件費 （参考）人件費率

Ｂ（25年度末）

15,201,712

274

A

　　　　 千円

5,052

一人当たり

給与費B/A

平成２５年７月１日から平成２６年３月３１日まで

　　２ 類似団体平均とは、人口規模、産業構造が類似している団体のラスパイレス指数を単純平均した
       ものです。
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２　職員の平均給与月額、初任給等の状況

(1) 職員の平均年齢、平均給料月額及び平均給与月額の状況（平成２６年４月１日現在）

①一般行政職

歳 円 円 円

歳 円 円 円

歳 円 円 円

歳 円 円 円

②技能労務職

歳 人 円 円 円

歳 人 円 円 円

歳 人 円 円 円

歳 人 円 円 円

＊技能労務職については、給料表の３級までを運用し、給与の抑制をしています。

（注）

(2) 職員の初任給の状況（平成２６年４月１日現在）

円 円 円

円 円 円

＊学歴や職歴及び在職者との初任給の調整があります。

(3) 職員の経験年数別・学歴別平均給料月額の状況（平成２６年４月１日現在）

円 円 円

円 円 円

円 円 円

＊対象者が少数の区分については記載していません。

１　「平均給料月額」とは、平成２６年４月１日現在における各職種ごとの職員の基本給の平均
です。
２　「平均給与月額」とは、給料月額と毎月支払われる扶養手当、住居手当、時間外勤務手当な
どのすべての諸手当の額を合計したものであり、地方公務員給与実態調査において明らかにされ
ているものです。
　また、「平均給与月額（国比較ベース）」は、比較のため、国家公務員と同じベース（＝時間
外勤務手当等を除いたもの）で算出しています。
３　国家公務員欄における「平均給料月額」及び「平均給与月額（国比較ベース）」の括弧書き
は、給与改定・臨時特例法による給与減額措置がないとした場合の値（減額前）です。
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類似団体 322,632 389,653

51.7

276,188

50.1

49.7

国

技能労務職

高校卒

経験年数
10年以上～15年未満

276,092

-

140,100 144,500

経験年数
15年以上～20年未満

140,100

経験年数
20年以上～25年未満

330,535

一般行政職
大学卒

高校卒

岩出市 和歌山県 国

172,200 178,800 一般　172,200

和歌山県

岩出市

区分

区分

一般行政職
大学卒

平均給与月額平均給料月額
平均給与月額

(国比較ベース)

327,552

367,675

―

320,783-

-

区分 平均給与月額

287,992 －

316,350 352,255

369,822

高校卒 -



３　一般行政職の級別職員数等の状況

(1) 一般行政職の級別職員数の状況（平成２６年４月１日現在）

（注）１　岩出市職員の給与条例に基づく給料表の級区分による職員数です。

      ２　標準的な職務内容とは、それぞれの級に該当する代表的な職務です。

      ３　再任用職員は除きます。

  

6.4

7

３　　級 　係長の職務

４　　級 　課長補佐の職務 26

　副課長の職務 12

２　　級

　理事、部長及び局長の職務７　　級 3.7

36 19.2

５　　級

職員数 （人） 構成比 （％）区　　分

13.8

11.722

　定型的な業務を行う職務 48 25.5

　高度な知識と経験を必要と
する業務を行う職務 19.737

１　　級

標準的な職務内容

６　　級 　次長及び課長の職務
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４　職員の手当の状況

 (1) 期末手当・勤勉手当

千円 千円

（25年度支給割合） （25年度支給割合） （25年度支給割合）

（加算措置の状況） （加算措置の状況） （加算措置の状況）

職制上の段階、職務の級等による加算措置 職制上の段階、職務の級等による加算措置 職制上の段階、職務の級等による加算措置

役職加算　5～15％ 役職加算　5～20％ 役職加算　5～20％

（注）（　　）内は、再任用職員に係る支給割合です。

(2) 退職手当（平成２６年４月１日現在）

（支給率） （支給率） 勧奨・定年

月分

月分

月分

月分

その他の加算措置 定年前早期退職特例措置 2%～20%加算 その他の加算措置 定年前早期退職特例措置 2%～45%加算

（退職時特別昇給　　　無）

（注）退職手当の１人当たり平均支給額は、平成25年度に退職した職員に支給された平均額です。

 (3) 地域手当（平成２６年４月１日現在）

％
％

 (4) 時間外勤務手当（各年４月分）

人 円

人 円平成２６年度 155

年　　度 対象人数

67,600

月額平均金額

自己都合

国

平成２５年度 149 64,200

１人当たり平均支給額 18,280

月分

千円

43.70 月分 52.44 月分

52.44 月分 52.44 月分

月分

30.82 月分 36.570 月分

21.62

月分 1.35 月分1.35

月分 （1.45） 月分 （0.65）

該当なし 0

1.35

（0.65）

国

自己都合 勧奨・定年

1,549

期末手当 勤勉手当

1,242

月分

岩　出　市

1人当たり平均支給額（25年度）

和歌山県

1人当たり平均支給額（25年度）

月分 月分

期末手当

2.62.6

勤勉手当

月分

月分

（1.45） 月分月分

期末手当

－

勤勉手当

52.44 月分

27.0250

36.570

月分

43.70 月分

月分

勤続２０年

最高限度額

勤続３５年

岩　出　市

勤続２５年

21.62

支給対象地域

52.44

30.82

勤続３５年

勤続２０年

勤続２５年

最高限度額

27.0250

（1.45） （0.65）

52.44

2.6

支給対象職員数 国の制度（支給率）

月分

支給率



 (5) 特殊勤務手当（平成２６年４月１日現在）

　用地交渉に従事した職員

　感染症等の防疫等作業に従事した職員

　死体処理作業に従事した職員

　動物死体処理作業に従事した職員

　じん芥処理に従事した職員

　劇物等を取り扱う作業に従事した職員

　夜間工事等に従事した職員で深夜の全時間を勤務した場合

　開放性結核等感染性疾病患者の家庭訪問及び面接に従事した職員

 (6) 扶養手当（平成２６年４月１日現在）

円 円 円 円

 (7) 住居手当（平成２６年４月１日現在）

円 　一律 円

 (8) 通勤手当（平成２６年４月１日現在）

円 円

円

5,000

じんかい処理手当

危険手当

国 同 じ
最高支給限度額

24,500

岩 出 市
最 高 支 給 限 度 額 最高支給限度額

55,000 37,300

満15歳に達する日後最初の4
月1日から満22歳に達する日
以後の最初の3月31日までの
子に加算1人につき

国

支 給 要 件

片道の通勤距離が２ km以上で、交通機関を
利用し、又は交通用具を使用している職員

交 通 機 関 利 用 者 交通用具使用者

無

配偶者のいない

岩 出 市 家賃に応じて最高 2,500

国 同じ

支 給 要 件
自宅を所有している職員
（新築、購入から５年間）

6,500

区 分 配 偶 者

配偶者以外の

職員の扶養親族扶 養 親 族

岩 出 市

のうち１人目

11,00013,000

　強制執行に従事した職員

住居を借り受け月額12,000円を
超える家賃を支払っている職員

差押物件の引上げ

対　象　職　員

動物死体処理手当

用地交渉手当

死体処理手当

感染症等防疫作業手当

手当の種類

物件の差押え

27,000

同じ



５　特別職の報酬等の状況（平成２６年４月１日現在）

円 円/ 円

円 円/ 円

円 円/ 円

円 円/ 円

円 円/ 円

（25年度支給割合)

（25年度支給割合)

（算定方式） （1期の手当額） （支給時期）

円

円

（注）退職手当の「１期の手当額」は、４月１日現在の給料月額及び支給率に基づき、１期（４年＝４８月）

　　　勤めた場合における退職手当の見込額です。

310,000

620,000 245,000

560,000 222,000

1,000,000 440,000

830,000 375,000

任期毎又は退職時

任期毎又は退職時

698,000

市 長

副 市 長

市 長

副 市 長

750,000円×在職月数×43.3/100

退
職
手
当

2.95

620,000円×在職月数×25.8/100

議 長

3.95 月分

議 長

月分

副 議 長

議 員

議 員

給料月額等区 分

390,000
報
酬

給
料

15,588,000

7,678,080

副 市 長

市 長

副 議 長

360,000

期
末
手
当

(参考)類似団体における最高/最低額

440,000

750,000

620,000



６　職員数の状況

(1)部門別職員数の状況と主な増減理由　（各年４月１日現在）

 業務強化による増

 業務増による増

 業務縮小による減

 兼務による減

 業務の統廃合による減

 退職者の不補充による減

 業務強化による増

 業務強化による増

 業務強化による増

※ 職員数は一般職に属する職員数です。なお、教育長を含みます。

(2) 年齢別職員構成の状況（平成２６年４月１日現在）

　

～ ～～～

26

35歳

31 6

人 人

56 28
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職員数
人 人

3 32314

人 人人 人 人

26 22

人

42 34

人
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32歳

区　分

20歳 20歳

平成２５年
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職　　員　　数 対前年
増減数

48歳

2

平成２６年

31歳

～

未満

1

56歳

0

88

44歳

～

以上55歳

計

議　　会 3 3

　　　　　区分
部門

一
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行
政
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門

20
0
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50

労　　働

237
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～ ～
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(3) 職員数の推移 （単位：人・％）

（注）各年における定員管理調査において報告した部門別職員数です。
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